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質問書
（令和７年度ものづくり産業技能向上・人材育成支援業務）

令和　　年　　月　　日　　


	事業者名
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	



	質問事項

	



受付期間：令和７年６月１２日（木）午後３時まで
　　　　　※口頭及び電話、受付期間外の質問は一切受け付けません。
提出先：宮城県経済商工観光部産業人材対策課人材育成第二班
E-mail：sanzinj2@pref.miyagi.lg.jp


様式第２号
企画提案提出書
（令和７年度ものづくり産業技能向上・人材育成支援業務）

令和　　年　　月　　日　　

宮城県知事　村井　嘉浩　殿

所 在 地
事業者名
代表者名

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて申し込みます。

記
１　応募事業者等の概要
	所在地
	〒


	（フリガナ）
	

	事業者名
	

	設立年月日
	

	業種
	

	従業員数
	

	代表者職・氏名
	

	主な事業内容
	

	担当者連絡先
	担当部署名：
担当者名：
電話番号：
E-mail：



２　添付書類
　（１）企画提案応募条件に係る宣誓書（様式第３号）　　１部
　（２）企画提案書（任意様式）　　　　　　　　　　　　７部
　（３）経費見積書（任意様式）　　　　　　　　　　　　７部
　（４）類似業務の受注実績（任意様式）　　　　　　　　７部


様式第３号


企画提案応募条件に係る宣誓書
（令和７年度ものづくり産業技能向上・人材育成支援業務）


令和　　年　　月　　日　　


　宮城県知事　村井　嘉浩　殿


所 在 地
事業者名
代表者名


　令和７年度ものづくり産業技能向上・人材育成支援業務の応募に当たり、下記の全ての条件に該当し、応募資格を有していることを宣誓します。

記
１　仕様書に定める業務について、十分な業務遂行能力を有し、適正な執行体制を有すること。
２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこと。
３　暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に該当する暴力団又は同条第４号に規定する暴力団等ではないこと。
４　この業務の募集開始時から企画提案提出までの間に、宮城県の物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領（令和２年４月１日施行）に掲げる資格制限の要件に該当する者でないこと。
５　国又は地方公共団体が実施する類似業務の受注実績があること。


様式第４号


取下願
（令和７年度ものづくり産業技能向上・人材育成支援業務）


令和　　年　　月　　日　　


宮城県知事　村井　嘉浩　殿


所 在 地
事業者名
代表者名


　都合により、令和　　年　　月　　日付けで提出した令和７年度ものづくり産業技能向上・人材育成支援業務に係る企画提案を取り下げます。
